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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　入力信号の振幅を抑圧する振幅抑圧装置であって、
　時刻ｔにおける入力信号の振幅をｘ（ｔ）、抑圧目標値をＡ１、抑圧開始位置をＡ２、
αを１より大きい係数、抑圧された信号の振幅ｙ（ｔ）とした場合に下式の演算に基づい
た抑圧を行う振幅抑圧装置。

【数１】

 
【請求項２】
　入力信号の振幅のピークを待たずに、該入力信号の振幅を抑圧する振幅抑圧回路と、
　前記振幅抑圧回路によって振幅が抑圧された信号を送信する送信回路とを備えたことを
特徴とする信号送信装置であって、
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　前記振幅抑圧回路が、時刻ｔにおける入力信号の振幅をｘ（ｔ）、抑圧目標値をＡ１、
抑圧開始位置をＡ２、αを１より大きい係数、抑圧された信号の振幅ｙ（ｔ）とした場合
に下式の演算に基づいた抑圧を行うものであることを特徴とする信号送信装置。
【数２】

 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、入力信号の振幅を抑圧する振幅抑圧装置、および信号を送信する信号送信装
置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、携帯電話機や基地局などを含む移動体通信システムにおいては、ＯＦＤＭ（Ｏｒ
ｔｈｏｇｏｎａｌ　Ｆｒｅｑｕｅｎｃｙ　Ｄｉｖｉｓｉｏｎ　Ｍｕｌｔｉｐｌｅｘ；直交
周波数分割多重）などを適用し、複数のキャリア信号を合成して送信するマルチキャリア
方式が適用されている。このマルチキャリア方式では、各キャリア信号の位相が重なるタ
イミングで、合成信号に高いピーク成分が生じる。このため、マルチキャリア信号を送信
する送信装置では、予め信号のピーク成分を抑圧してからアンプに供給することによって
アンプを飽和電力近くで動作させ、電力の利用効率を高めることが行われている。
【０００３】
　信号のピーク成分を抑圧する技術としては、振幅が閾値よりも大きい信号部分を閾値に
クリップするハードクリップ法や、ピーク成分が閾値以下に収まるように、信号に係数を
乗じる窓関数法などが知られている。
【０００４】
　図１は、ハードクリップ法によるピーク抑圧の概念を示す図であり、図２は、図１に示
すピーク抑圧方法を実現するための回路構成図である。
【０００５】
　図２に示すハードクリップ部１１にピーク抑圧前の元の信号Ａが入力されると、その信
号Ａの振幅｜ｘ（ｔ）｜が算出されて、振幅｜ｘ（ｔ）｜と抑圧目標値Ａとが比較される
。信号Ａの振幅｜ｘ（ｔ）｜が抑圧目標値Ａよりも小さい場合には、遅延回路から送られ
てきた信号Ａに「１」が乗算され、信号Ａの振幅｜ｘ（ｔ）｜が抑圧目標値Ａ以上である
場合には、遅延回路から送られてきた信号Ａに補正量Ａ／｜ｘ（ｔ）｜が乗算される。そ
の結果、ピーク抑圧前の元の信号Ａのうち、振幅が抑圧目標値Ａを超えた部分が抑圧目標
値Ａにクリップされ、信号Ａのピーク成分が抑圧された信号Ｂが生成される。
【０００６】
　このハードクリップ法は、単純な回路構成で信号のピーク成分を容易に抑圧することが
できるという利点があるが、信号に不要な高周波成分が生じてしまい、帯域外への不要波
を発生させてしまうという問題がある。このため、ハードクリップ法によってピーク抑圧
された信号Ｂの高周波成分をフィルタリング法によってカットすることが行われる。
【０００７】
　図２に示すフィルタリング回路１２に入力された信号Ｂは、複数のフィルタ係数Ｃ１，
Ｃ２，…，Ｃｎが乗算され、それらが加算されることによって高周波成分が除去されて信



(3) JP 5125797 B2 2013.1.23

10

20

30

40

50

号Ｃが生成される。
【０００８】
　このように、ハードクリップ法とフィルタリング法とを併用することによって、不要波
の発生を軽減して信号のピーク成分を抑圧することができる。しかし、不要な周波数成分
を除去して送信信号帯域成分を精度よく抽出した信号Ｃを生成するためには、多次元のフ
ィルタリング回路１Ｂを用意する必要があり、回路規模や処理時間が増加してしまうとい
う問題がある。
【０００９】
　回路規模の増大を抑えて信号のピーク成分を抑圧する方法として、窓関数法が広く利用
されてきている（例えば、特許文献１および特許文献２参照）。
【００１０】
　図３は、窓関数法によるピーク抑圧の概念を示す図であり、図４は、図３に示すピーク
抑圧方法を実現するための回路構成図である。
【００１１】
　図４に示す窓関数回路に入力されたピーク抑圧前の元の信号Ａは、振幅算出部２１に伝
えられて振幅が算出され、その振幅値がピーク位置検出部２２に伝えられる。ピーク位置
検出部２２では、振幅値の仮の最大値と新たに伝えられた振幅値とを比較する処理が繰り
返されることによって、最終的に信号Ａのピーク位置が検出され、さらに、算出されたピ
ーク位置における振幅と抑圧目標値Ａとに基づいてピーク抑圧量が算出される。抑圧信号
発生部２３では、窓データ用メモリ２３Ａに予め記憶されている複数の窓係数の中から、
算出されたピーク抑圧量に応じた窓係数が選択され、乗算部２５では、遅延部２４から伝
えられてきた信号Ａに選択された窓係数が乗算されることによって、ピーク成分が抑圧さ
れた信号Ｄが生成される。
【特許文献１】特開２００５－２０５０５号公報
【特許文献２】特開２００７－１９４８２５号広報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１２】
　しかし、図３および図４に示す方法では、元の信号Ａのピーク位置が検出されてからピ
ーク抑圧が開始されるため、信号の遅延量が増加してしまったり、ピーク抑圧処理用のバ
ッファの容量が増加してしまうという問題がある。
【００１３】
　上記事情に鑑み、本件開示の振幅抑圧装置および信号送信装置の課題は、信号の遅延や
バッファ容量の増加を抑えて信号のピーク成分を抑圧することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　本件開示の振幅抑圧装置の基本形態は、
　入力信号の振幅が所定の閾値に達した時点における振幅の微分値を求める微分回路と、
　微分回路で求められた微分値に基づいて、入力信号の振幅を抑圧する振幅抑圧回路とを
備えたことを特徴とする。
【００１５】
　入力信号が所定の閾値に達した時点における振幅の微分値がプラスである場合、入力信
号の振幅は閾値を超えて上昇し、それ以外の場合には、入力信号の振幅はさらには上昇し
ないと考えられる。このように、入力信号が所定の閾値に達した時点における振幅の微分
値によって、ピーク抑圧の必要性や、ピーク成分を抑圧する度合いを予め予測することが
できる。
【００１６】
　この振幅抑圧装置の基本形態によると、入力信号の振幅が所定の閾値に達した時点にお
ける振幅の微分値に基づいて入力信号の振幅が抑圧される。このため、入力信号の振幅が
ピークに達するまで待機する時間を省くことができ、処理を高速化することができる。
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【００１７】
　また、本件開示の信号送信装置の第１の基本形態は、
　入力信号の振幅が所定の閾値に達した時点における振幅の微分値を求める微分回路と、
　微分回路で求められた微分値に基づいて、入力信号の振幅のピークを待たずに、入力信
号の振幅を抑圧する振幅抑圧回路と、
　振幅抑圧回路によって振幅が抑圧された信号を送信する送信回路とを備えたことを特徴
とする。
【００１８】
　この信号送信装置の第１の基本形態によると、入力信号の振幅のピークを待たずに振幅
を抑圧することができ、信号の遅延を軽減することができる。
【００１９】
　また、本件開示の信号送信装置の第２の基本形態は、
　入力信号を増幅する増幅回路と、
　増幅回路の前段に配置され、増幅回路から歪みが低減された信号が出力されるように入
力信号を補正して増幅回路に供給する歪補償回路と、
　入力信号の振幅を抑圧する振幅抑圧回路とを備え、
　上記歪補償回路が、
　入力信号由来の第１の信号と増幅回路の出力信号由来の第２の信号との差分を求める差
分演算部と、
　入力信号の振幅の微分値を求める微分演算部と、
　差分演算部により求められた差分と微分演算部により求められた微分値とを含むモニタ
値に応じて入力信号を補正する補正部とを備え、
　振幅抑圧回路が、微分演算部で求められた微分値のうちの、入力信号の振幅が所定の閾
値に達した時点における微分値に基づいて、入力信号の振幅のピークを待たずに、入力信
号の振幅を抑圧し差分演算部に第１の信号として供給するものであることを特徴とする。
【００２０】
　通常、信号送信装置には、信号を増幅する増幅回路と、増幅回路から出力される信号の
非線形歪みを低減する歪補償回路とが搭載されていることが一般的である。この歪補償回
路は、入力信号由来の第１の信号と増幅回路の出力信号由来の第２の信号との差分と、入
力信号の振幅および微分値とを使って、出力信号の非線形歪みが低減されるように入力信
号を補正するものである。
【００２１】
　この信号送信装置の第２の基本形態によると、歪補償回路で算出された入力信号の振幅
や微分値が振幅抑圧回路でも流用されるため、回路規模の大型化を抑えることができると
ともに、信号の遅延を軽減することができる。
【発明の効果】
【００２２】
　以上説明したように、本件開示の振幅抑圧装置および信号送信装置によると、信号の遅
延量やバッファ容量の増加を抑えて信号のピーク成分を抑圧することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、図面を参照して、上記説明した基本形態に対する具体的な実施形態を説明する。
【００２４】
　図５は、上述した振幅抑圧装置および信号送信装置の一実施形態である信号送信装置の
概略構成図である。
【００２５】
　図５に示すように、信号送信装置１００は、送信信号を生成する信号生成部１１０と、
信号の振幅を抑圧するピーク抑圧部１２０と、デジタル信号をアナログ信号に変換するＤ
／Ａ変換部１４１と、信号を増幅する信号増幅部１７０と、アナログ信号をデジタル信号
に変換するＡ／Ｄ変換部１４２と、ピーク抑圧部１２０から入力された入力信号を遅延さ
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せて差分算出部１６０に伝える遅延部１５０と、遅延部１５０からの入力信号と信号増幅
部１７０からの出力信号との差分を算出する差分算出部１６０と、入力信号と差分とに基
づいて、信号増幅部１７０から非線形歪みが低減された出力信号が出力されるように入力
信号を補正する歪補償部１３０と、信号増幅部１７０からの出力信号をアンテナ１９０を
使って送信する信号送信部１８０とを備えている。信号送信部１８０は、上述した送信回
路の一例に相当する。
【００２６】
　信号生成部１１０では、複数のキャリア信号が合成されて送信信号が生成される。この
送信信号は、複数のキャリア信号それぞれの位相が重なったタイミングで高いピーク成分
が発生しており、このまま信号増幅部１７０で増幅しようとすると、電力効率が劣化して
しまうという問題がある。このため、生成された送信信号は、ピーク抑圧部１２０に伝え
られて、信号の振幅が抑圧される。ピーク抑圧部１２０の構成、およびピーク抑圧方法に
ついては、後で詳しく説明する。
【００２７】
　ピーク抑圧部１２０で信号の振幅が抑圧された信号（以下では、この送信信号を入力信
号と称する）は、歪補償部１３０と遅延部１５０に伝えられる。
【００２８】
　歪補償部１３０に伝えられた入力信号は、Ｄ／Ａ変換部１４１でアナログ変換され、信
号増幅部１７０で増幅される。信号増幅部１７０で増幅された信号（以下では、この送信
信号を出力信号と称する）は、フィードバック信号としてＡ／Ｄ変換部１４２に伝えられ
、デジタル変換された後で差分算出部１６０に伝えられる。
【００２９】
　差分算出部１６０には、出力信号が伝えられるタイミングで、遅延部１５０を介して入
力信号も伝えられる。差分算出部１６０において入力信号と出力信号との差分が算出され
ると、その差分が歪補償部１３０に伝えられる。
【００３０】
　歪補償部１３０では、ピーク抑圧部１２０から伝えられた入力信号と、差分算出部１６
０から伝えられた差分とに基づいて、信号増幅部１７０から出力される出力信号の非線形
歪みが低減されるように、入力信号が補正される。補正後の入力信号がアナログ変換され
て信号増幅部１７０に伝えられ、信号増幅部１７０で増幅された後、信号送信部１８０に
よってアンテナ１９０を介して送信される。
【００３１】
　信号送信装置１００は、基本的には以上のように構成されている。
【００３２】
　続いて、ピーク抑圧部１２０の構成およびピーク抑圧方法について詳しく説明する。
【００３３】
　図６は、ピーク抑圧部１２０の概略的な構成図である。
【００３４】
　ピーク抑圧部１２０には、信号の振幅値を算出する振幅算出部１２２と、信号の振幅の
微分値を算出して係数選択部１２５に伝える一次微分算出部１２４と、一次微分算出部１
２４の演算による遅れに合わせて振幅値を係数選択部１２５に伝える遅延部１２３と、信
号の振幅の抑圧度合いが相互に異なる複数の窓係数が記憶されたメモリ１２６と、窓係数
を選択して演算部１２７に伝える係数選択部１２５と、係数演算部１２５などの演算によ
る遅れに合わせて信号を演算部１２７に伝える遅延部１２１と、信号に抑圧係数を乗算す
る演算部１２７とを備えている。一次微分算出部１２４は、上述した微分回路の一例にあ
たり、メモリ１２６は、上述した係数記憶部の一例にあたり、係数選択部１２５と演算部
１２７とを合わせたものは、上述した振幅抑圧回路の一例に相当する。
【００３５】
　図７は、図６に示すピーク抑圧部１２０におけるピーク抑圧方法の概念図である。
【００３６】
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　図７では、横軸に時間が対応付けられ、縦軸に信号の振幅が対応付けられており、信号
Ａはピーク抑圧前の元の送信信号を示しており、信号Ｂは、ピーク抑圧後の信号を示して
いる。
【００３７】
　図５に示す信号生成部１１０で生成された送信信号Ａは、図６に示す遅延部１２１と振
幅算出部１２２に伝えられる。振幅算出部１２２では、送信信号Ａの振幅が算出され、一
次微分算出部１２４では、送信信号の振幅の微分値が算出される。一次微分算出部１２４
で算出された微分値は係数選択部１２５に伝えられ、振幅算出部１２２で算出された振幅
値は、遅延部１２３によって、微分値の演算遅延に合わせたタイミングで係数選択部１２
５に伝えられる。
【００３８】
　メモリ１２６には、信号の振幅の微分値と、窓係数とが対応付けて保存されている。本
実施形態においては、送信信号Ａの周波数が大きいほどピーク抑圧が行われる時間が短く
、周波数が小さいほどピーク抑圧が行われる時間が長く設定されており、信号の振幅の微
分値が大きいほど振幅の抑制度合いが大きい窓係数が対応付けられている。
【００３９】
　係数選択部１２５では、遅延部１２３から伝えられた振幅値と一次微分算出部１２４で
伝えられた微分値とに応じて、メモリ１２６に記憶された複数の窓係数から１つの窓係数
が選択されて演算部１２７に伝える。本実施形態では、送信信号の振幅値が抑圧目標値Ａ
よりも小さい場合には、送信信号の振幅の微分値に関わらず、送信信号の振幅を抑圧しな
い係数「１」が選択され、送信信号の振幅値が抑圧目標値Ａ以上である場合、送信信号の
振幅の微分値と対応付けられた窓係数が選択される。すなわち、送信信号の振幅の微分値
が大きいほど、送信信号の振幅の抑圧度合いが大きい窓係数が選択される。
【００４０】
　ここで、上述した振幅抑圧装置の基本形態に対し、
　入力信号の振幅の抑圧レベルが異なる複数の抑圧係数を、微分回路で求められる微分値
に対応付けて記憶しておく係数記憶部を備え、
　上記振幅抑圧回路は、係数記憶部に記憶されている複数の抑圧係数のうちの、微分回路
で求められた微分値に応じた抑圧係数を用いて、入力信号の振幅を抑圧するものであると
いう応用形態は好ましい。
【００４１】
　入力信号の振幅の抑圧レベルが異なる複数の抑圧係数を予め記憶しておき、信号の振幅
の微分値に応じた抑圧係数を選択することによって、回路の複雑化や処理速度の増加を抑
えて信号の振幅を抑圧することができる。
【００４２】
　また、上述した振幅抑圧装置の基本形態に対し、振幅抑制回路は、入力信号の周波数に
応じた時間幅の時間領域についてのみ、入力信号の振幅を抑圧するものであるという応用
形態は好ましい。
【００４３】
　入力信号の周波数に応じた時間幅の時間領域についてのみ、入力信号の振幅を抑圧する
ことによって、入力信号のピーク成分を検出せずに振幅抑圧時間を決定することができ、
振幅が高い信号部分のみを精度よく抑圧することができる。
【００４４】
　演算部１２７では、遅延部１２１から伝えられた送信信号に対し、係数選択部１２５か
ら伝えられた窓係数を含む窓関数式を用いた演算が施されることによって、送信信号の振
幅が抑圧される。
【００４５】
　さらに、上述した振幅抑圧装置の基本形態に対し、
　上記振幅抑圧回路は、演算式を用いた演算を行うことにより、入力信号の振幅を抑圧す
るものであるという応用形態は好ましく、
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　入力信号の振幅の抑圧レベルが異なる複数の抑圧係数を、微分回路で求められる微分値
に対応付けて記憶しておく係数記憶部を備え、
　上記振幅抑圧回路は、係数記憶部に記憶されている複数の抑圧係数のうちの、微分回路
で求められた微分値に応じた抑圧係数を含む演算式を用いた演算を行うものであるという
応用形態はさらに好ましい。
【００４６】
　信号の振幅の微分値に応じて演算式の係数が選択されることによって、信号の振幅を細
かく調整して抑圧することができる。
【００４７】
　図７に示す例では、送信信号Ａの振幅が抑圧目標値Ａよりも小さい時間ｔ０では、振幅
の抑圧が行われずに送信信号Ａの波形が維持される。また、送信信号Ａの振幅が抑圧目標
値Ａを超えた時間ｔ１，ｔ２では、一次微分値がほぼ「０」である時間ｔ１においては振
幅の抑圧が行われず、一次微分値が大きい時間ｔ２では、その一次微分値に応じた抑圧度
合いの窓係数が選択され、選択された窓係数を使って送信信号Ａの振幅が抑圧目標値Ａに
抑圧される。
【００４８】
　ある時点において信号の振幅の一次微分値が小さい場合、その信号の振幅はさらに大き
くは上昇せず、信号の振幅の一次微分値が大きい場合、その信号の振幅は大きく上昇する
ことがわかる。本実施形態においては、信号の振幅の一次微分値に応じて送信信号の抑圧
処理の有無、あるいは抑圧度合いが決定されるため、送信信号のピーク成分が検出される
のを待たずにピーク抑圧処理を開始することができ、信号の遅延を軽減することができる
。
【００４９】
　また、関数を使って振幅を抑圧する場合、抑圧量が大きくなるほど信号の周波数帯域外
に不要波が生じてしまう傾向がある。送信信号の振幅の一次微分値に応じて窓係数を選択
し、さらに、その窓係数を、一次微分値が大きい信号部分については緩やかに振幅を抑圧
するように補正することによって、不要波成分を軽減することができる。
【００５０】
　以上のように、本実施形態によると、信号の遅延量の増加を抑えて信号のピーク成分を
精度良く抑圧することができ、信号増幅部１７０の消費電力を抑えることができる。
【００５１】
　以上で、第１実施形態の説明を終了し、第２実施形態について説明する。第２実施形態
は、信号の振幅を抑圧する方法が第１実施形態とは異なるが、ピーク抑圧部以外の構成は
第１実施形態とほぼ同様であるため、第１実施形態と同じ要素については同じ符号を付し
て説明を省略して相違点についてのみ説明する。
【００５２】
　図８は、第２実施形態におけるピーク抑圧部３００の概略的な構成図である。
【００５３】
　ピーク抑圧部３００には、信号の振幅が抑圧開始値Ａ２よりも大きいか否かを判定する
振幅判定部３１０と、信号の振幅を抑圧開始値Ａ２にクリップする第２ハードクリッピン
グ部３２０と、信号の振幅を抑圧目標値Ａ１にクリップする第１ハードクリッピング部３
３０と、信号の振幅の微分値を算出する一次微分算出部３４０に加えて、４つの乗算部３
６１，３６２，３６４，３６６、３つの加算部３６３，３６５，３６７、およびセレクタ
３５０が備えられている。
【００５４】
　ピーク抑圧部３００に送られてきた送信信号ｘ（ｔ）は、振幅判定部３１０に伝えられ
る。
【００５５】
　送信信号ｘ（ｔ）の振幅｜ｘ（ｔ）｜が抑圧開始値Ａ２以下である場合、送信信号はピ
ーク抑圧が行われず、セレクタ３５０を介してそのまま後段の歪補償部１３０などに伝え
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られる。
【００５６】
　送信信号ｘ（ｔ）の振幅｜ｘ（ｔ）｜が抑圧開始値Ａ２よりも大きい場合、乗算部３６
２において、第１ハードクリッピング部３３０によって抑圧目標値Ａ１にクリップされた
信号と、元の送信信号ｘ（ｔ）を振幅｜ｘ（ｔ）｜で除算した信号とが乗算されて第１信
号が生成され、乗算部３６１において、第２ハードクリッピング部３２０によって抑圧開
始値Ａ２にクリップされた信号と、元の送信信号ｘ（ｔ）を振幅｜ｘ（ｔ）｜で除算した
信号とが乗算されて第２信号が生成される。また、一次微分算出部３４０で送信信号ｘ（
ｔ）の一次微分値が算出され、乗算部３６６で一次微分値に係数αが乗算された後、加算
部３６７で「１」が加算されて第３信号が生成される。さらに、加算部３６３によって第
１信号から第２信号が減算され、減算された信号と第３信号の逆数とが乗算部３６４によ
って乗算され、加算部３６５によって、第２信号が加算されることによって、振幅が抑圧
された新たな信号が生成される。
【００５７】
　式（１）は、図８に示すピーク抑圧部３００において行われる演算式を示すものであり
、図９は、図８に示すピーク抑圧部３００におけるピーク抑圧方法の概念図である。
【００５８】
【数１】

 
【００５９】
　図９では、横軸に時間が対応付けられ、縦軸に信号の振幅が対応付けられており、信号
Ａはピーク抑圧前の元の送信信号を示しており、信号Ｂは、ピーク抑圧後の信号を示して
いる。図９に示すように、図８のピーク抑圧部３００によると、送信信号ｘ（ｔ）の、振
幅｜ｘ（ｔ）｜が抑圧開始値Ａ２を超えた部分についてのみ、振幅が抑圧目標値Ａ１以下
になるように振幅が抑圧されている。
【００６０】
　ここで、上述した振幅抑圧装置の基本形態に対し、
　振幅抑圧回路は、入力信号の振幅が閾値を超えた時間領域についてのみ、入力信号の振
幅を抑圧するものであるという応用形態は好ましい。
【００６１】
　信号の振幅が閾値を超えた時間領域についてのみ、信号の振幅を抑圧することによって
、元の信号をなるべく維持して、増幅回路の電力効率を高めることができる。
【００６２】
　このように、式（１）に従って送信信号に演算処理を施すことによって、振幅が抑圧開
始値Ａ２を超えた部分についてのみ、振幅に応じた度合いで精度良く信号の振幅を抑圧目
標値Ａ１以下に抑圧することができる。
【００６３】
　以上で、第２実施形態の説明を終了し、第３実施形態について説明する。第３実施形態
は、ピーク抑圧部が配置されている位置が第１実施形態とは異なる。以下では、第１実施
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形態と同じ要素については同じ符号を付して説明を省略して相違点についてのみ説明する
。
【００６４】
　図１０は、第３実施形態の信号送信装置の概略構成図である。
【００６５】
　図１０に示すように、信号送信装置１００´は、図５に示す第１実施形態の信号送信装
置１００と同様に、信号生成部１１０、Ｄ／Ａ変換部１４１、信号増幅部１７０、Ａ／Ｄ
変換部１４２、信号送信部１８０を備えており、さらに、図６に示す第１実施形態のピー
ク抑圧部１２０の係数選択部１２５と演算部１２７とで構成されたピーク抑圧部１２０´
、および遅延部１５０と差分算出部１６０と振幅算出部１３１と一次微分算出部１３２と
適応歪補償部１３３とで構成される歪補償部１３０´も備えている。信号増幅部１７０は
、上述した増幅回路の一例にあたり、歪補償部１３０´は、上述した歪補償回路の一例に
相当する。また、一次微分算出部１３２は、上述した微分演算部の一例にあたり、差分算
出部１６０は、上述した差分演算部の一例にあたり、適応歪補償部１３３は、上述した補
正部の一例に相当する。
【００６６】
　信号生成部１１０で生成された送信信号は、振幅算出部１３１で振幅が算出され、一次
微分算出部１３２で振幅の微分値が算出される。算出された振幅および一次微分値は、適
応歪補償部１３３に伝えられるとともに、ピーク抑圧部１２０´にも伝えられる。
【００６７】
　差分算出部１６０では、信号増幅部１７０で増幅された信号のフィードバック信号と、
ピーク抑圧部１２０´から供給される送信信号との差分が算出され、適応歪補償部１３３
に伝えられる。
【００６８】
　適応歪補償部１３３では、振幅算出部１３１で算出された振幅、一次微分算出部１３２
で算出された微分値、および差分算出部１６０で算出された差分とを使って、所定の適応
アルゴリズムに従って歪補償処理が行われる。すなわち、送信信号の振幅と一次微分値と
に基づいて、信号増幅部１７０の入出力特性の歪みとなる非線形歪みが補正されるととも
に、ヒステリシス減少によって生じる歪み（メモリ効果）が一次微分値に基づいて補正さ
れる。適応歪補償部１３３で歪補償が施された入力信号は、信号増幅器１７０に伝えられ
、増幅された後で送信される。
【００６９】
　また、ピーク抑圧部１２０´では、振幅算出部１３１から伝えられた振幅、および一次
微分算出部１３２から伝えられた微分値に基づいて、メモリ１２６に保存されている窓係
数が選択され、選択された窓係数を使って送信信号の振幅が抑圧される。
【００７０】
　このように、歪補償回路のフィードバックループ内にピーク抑圧回路を組み込むことに
よって、歪補償回路で算出された入力信号の振幅や微分値をピーク抑圧回路でも流用する
ことができ、回路規模の大型化を抑えることができるとともに、信号の遅延を軽減するこ
とができる。
【００７１】
　ここで、上記では、信号の振幅の微分値に基づいて振幅の抑制度合いを変える例につい
て説明したが、信号の振幅の微分値に基づいて振幅抑制処理の実行の有無のみを決定し、
従来の振幅抑制処理を実行するものであってもよい。
【図面の簡単な説明】
【００７２】
【図１】ハードクリップ法によるピーク抑圧の概念を示す図である。
【図２】図１に示すピーク抑圧方法を実現するための回路構成図である。
【図３】窓関数法によるピーク抑圧の概念を示す図である。
【図４】図３に示すピーク抑圧方法を実現するための回路構成図である。
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【図５】上述した振幅抑圧装置および信号送信装置の一実施形態である信号送信装置の概
略構成図である。
【図６】ピーク抑圧部の概略的な構成図である。
【図７】図６に示すピーク抑圧部におけるピーク抑圧方法の概念図である。
【図８】第２実施形態におけるピーク抑圧部の概略的な構成図である。
【図９】図８に示すピーク抑圧部におけるピーク抑圧方法の概念図である。
【図１０】第３実施形態の信号送信装置の概略構成図である。
【符号の説明】
【００７３】
　１００　　信号送信装置
　１１０　　信号生成部
　１２０　　ピーク抑圧部
　１２１，１２３，１５０　　遅延部
　１２２，１３１　　振幅算出部
　１２４，１３２　　一次微分算出部
　１２５　　係数選択部
　１２６　　メモリ
　１２７　　演算部
　１３０　　歪補償部
　１４１　　Ｄ／Ａ変換部
　１４２　　Ａ／Ｄ変換部
　１６０　　差分算出部
　１７０　　信号増幅部
　１８０　　信号送信部
　１９０　　アンテナ
【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】

【図７】
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【図１０】
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